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　これを「継続事業の一括」といいます（労働保険の保険料の徴収等に関する法律第9条）。ま
た、指定する一つの事業のことを

　しかしながら、事業経営の合理化や経理事務を集中管理する事業主が増加しており、事業主の事
務処理の便宜と簡素化を図る観点等から、一定の要件を満たす同業種の支店や営業所等について
は、これらの労働保険料の申告・納付等の適用・徴収事務手続きについて、指定する一つ
の事業にまとめることができる制度を設けています。
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　事業主の氏名（法人の名称）、事業主の住所（本店所在地）、事業の名称・所在地・事業の
種類（業種）等に変更があった場合は、「名称、所在地等変更届（様式第2号）」を所轄の労働
基準監督署（所掌3の場合は公共職業安定所（ハローワーク））に提出してください。
　なお、法人の代表者のみの変更の場合は手続は不要です。
　なお、事業の所在地変更により、管轄の労働基準監督署（公共職業安定所）が変わる場合
は、変更後の所在地を管轄する労働基準監督署（公共職業安定所）に提出してください。

　必ず「労働保険番号」、「変更年月日」、変更箇所（変更前と変更後）、変更理由の記入をお
願いします。

◎「名称、所在地等変更届」については、ダウンロード様式はありません。最寄りの労働基準監
督署等で入手してください。
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公共職業安定所（ハローワーク）
公共職業安定所（ハローワーク）


